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V． 自立的な制度利用に向けた体制構築支援 

1 体制構築支援の概要 

1-1．課題認識（体制構築支援の必要性）

所有者不明土地管理制度は、沖縄の所有者不明土地に広く適用できる可能性があり、沖

縄の所有者不明土地に関する問題の解決手法として期待される制度である。

同制度の適用にあたっては、沖特管理者が置かれていること、同管理者が真の所有者の

ための賃料を保管しているケースがあることなど、沖縄の所有者不明土地ならではの特性

を踏まえた対応が必要である。 

これらの対応が適時適切に行われるようにするためには、同制度の申立てを代理したり、

所有者不明土地管理人に選任されたりする専門家（弁護士等）が、その特性を認知し、沖

特管理者との連絡・調整の必要性等を理解することが肝要である。 

1-2．本年度の支援活動（説明会の開催概要）

1-1．の課題認識を踏まえ、沖縄弁護士会所属の弁護士を対象に、過年度調査内容、内

閣府における取組など「沖縄の所有者不明土地」に関することと、沖縄の所有者不明土地

への所有者不明土地管理制度の適用に関する２つの観点から、それぞれ実務を行う上で必

要な情報の提供（説明会）を開催した。

なお、説明会は、沖縄弁護士会及び藤田座長の全面的な協力のもと、沖縄弁護士会司法

法制委員会が主催する研修として以下のとおり企画・実施した。 

図表 56 説明会の開催概要 

項目 概要 

名称 沖縄の所有者不明土地問題解決に向けた研修会 

～沖縄の所有者不明土地問題の特質と民法上の所有者不明土地管理制

度の運用上の課題～ 

開催形式 沖縄弁護士会司法法制委員会の研修として開催 

⇒本調査受託者は研修講師として参画・説明等を実施

開催日時 令和５年 12月 18日（月）14:00～16:30 

開催場所 沖縄弁護士会館 ４階会議室（那覇市松尾２丁目２番２６－６号） 

開催方法 対面とオンラインのハイブリッド形式 

参加者数 81名（対面：16名、オンライン：65名） 
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2 説明会の開催結果概要 

 全体の構成 

説明会（研修）は冒頭に、沖縄弁護士会司法法制委員会委員であり、本調査において設

置する「沖縄県における所有者不明問題に起因する問題の解決に向けた調査検討会」座長

でもある藤田広美氏より趣旨説明がされた。 

その後、講演パートでは、前半に本調査受託者から「沖縄の所有者不明土地の概要と特

徴～所有者不明土地管理制度の適用を念頭に～」と題して説明を実施した。 

講演パートの後半は、藤田広美氏から「沖縄県における所有者不明土地問題の特質を踏

まえた 所有者不明土地管理命令制度の運用上の留意点」と題して説明がなされた。 

講演パートの後に休憩を挟み、質疑応答を行った。質疑応答は、休憩時間中に参加者か

らの質問を募り、集まった質問に順次回答するという形式で実施した。 

 

 講演パート 

① 沖縄の所有者不明土地の概要と特徴～所有者不明土地管理制度の適用を念頭に～ 

図表 57 に示したパンフレットと、同内容について詳述された資料に基づき説明した。

資料の構成はまず「沖縄の所有者不明土地の概要と特徴」として全国の所有者不明土地と

の差異、特に管理と登記の差異について解説している。その後、「沖特管理者の概要と特

徴」として沖特管理者の地位・管理権限・義務に関する解釈に加え、具体的な管理行為や

管理者の体制、保有している情報等を紹介している。 

最後に「沖縄の所有者不明土地への所有者不明土地管理制度の適用」として、沖特管理

者と所有者不明土地管理人の関係の整理、制度適用実例の紹介を行った。 

 

② 沖縄県における所有者不明土地問題の特質を踏まえた 所有者不明土地管理命令制度

の運用上の留意点 

前半は「所有者不明土地管理命令制度の概要と想定される全国的な実務運用」として制

度適用フローに沿って法令の各種規定や留意点について解説がされた。後半は「沖縄県で

の運用のポイントと課題」として、沖縄の所有者不明土地への制度適用における特殊性に

ついて解説がされ、所有者不明土地管理人と沖特管理者との連携協力が必要不可欠であり、

これを実務運用として確立しておく必要が高いとされた。 

 
 



76 

 

 

図表 57 説明会で配布したパンフレット（沖縄の所有者不明土地の概要） 
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 得られた成果 

本説明会は、沖縄の所有者不明土地の特性を踏まえた所有者不明土地管理制度の実務と

運用上の課題について周知することを目的とした。沖縄県内の弁護士のうち81名という数

多くの弁護士の参加が得られ、その目的に対して十分な効果が期待できるものとなった。 

また、管理人の具体の実務として、沖特管理者との連絡・調整の必要性について理解を

得ることも目的としたところ、本説明会後に管理人から沖特管理者に連絡がされる事例が

確認されるなど、一定の効果があったと考えられる。 

 

  




